様式第３号

業務実績調書

商号又は名称（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
１　同種業務の受託実績（実施要領「４　参加資格」⑺に係るもの）
　平成28年４月１日以降に、国又は地方公共団体から受託し、完了した、温浴施設その他の集客施設に係る経営診断、事業性評価又は事業性調査の実績を記載してください。１件につき１表とし、代表的なものを３件以内記載してください。
※　地方公共団体が設立した地方独立行政法人、地方公社及び地方公共団体が資本金その他これに準ずるものの２分の１以上を出資している法人から受託した実績を含みます。
※　民間事業者から受託した実績は、実施要領「４　参加資格」⑺の対象となりません。企画提案書において、事業者の知見を示すものとして記載してください。

【実績1】
	発 注 者 名
	　

	業 務 名
	　

	履行期間
	　　　年　　月　〜　　　　年　　月

	契約金額
	　　　　　　　　　　　　円（税込）

	対象施設の
種類・規模
	　

	業務の概要
及び担った範囲
	




	成果品
	　

	本業務に
活かせる知見
	





【実績2】
	発 注 者 名
	　

	業 務 名
	　

	履行期間
	　　　年　　月　〜　　　　年　　月

	契約金額
	　　　　　　　　　　　　円（税込）

	対象施設の
種類・規模
	　

	業務の概要
及び担った範囲
	




	成果品
	　

	本業務に
活かせる知見
	





【実績3】
	発 注 者 名
	　

	業 務 名
	　

	履行期間
	　　　年　　月　〜　　　　年　　月

	契約金額
	　　　　　　　　　　　　円（税込）

	対象施設の
種類・規模
	　

	業務の概要
及び担った範囲
	




	成果品
	　

	本業務に
活かせる知見
	





２　地方公共団体が設置した日帰り温浴施設の運営引継ぎ実績（評価基準の加点対象）
　地方公共団体が設置した日帰り温浴施設の運営を貴社又はグループ会社（評価基準４⑺に規定するものをいう。以下同じ。）が引き継いだ実績について記載してください。あわせて、当該引継ぎにより当該地方公共団体の財政負担が解消され、又は軽減された場合は、その内容及び効果（金額、対象期間及び算定方法を含む。）並びに貴社の関与を具体的に記載してください。
※　記載する実績が３件以上ある場合は、表を追加して記載してください。
※　グループ会社の実績を記載する場合は、「施設名」欄に当該グループ会社の名称及び貴社との関係（親会社、子会社又は親会社を同じくする会社の別）を併記してください。

【引継ぎ実績1】
	地方公共団体名
	　

	施 設 名
	　

	引継ぎの時期
	　　　年　　月

	引継ぎの方式
	（指定管理・建物賃貸借・譲渡・その他　　　　　　　　　　　）

	引継ぎ前の
財政負担の状況
	



	引継ぎ後の
財政負担の状況
	



	財政負担の
解消又は軽減の
内容・効果
	




	当該効果に対する
貴社の関与
	




	運営の現況
	




【引継ぎ実績2】
	地方公共団体名
	　

	施 設 名
	　

	引継ぎの時期
	　　　年　　月

	引継ぎの方式
	（指定管理・建物賃貸借・譲渡・その他　　　　　　　　　　　）

	引継ぎ前の
財政負担の状況
	



	引継ぎ後の
財政負担の状況
	



	財政負担の
解消又は軽減の
内容・効果
	




	当該効果に対する
貴社の関与
	




	運営の現況
	




【証拠資料の添付について】
　１及び２に記載した実績については、その内容を客観的に確認できる次の資料を添付してください。
⑴　契約書、協定書又は指定通知書の写し
※　確認に必要のない個人情報、印影、契約金額その他の秘密情報は、黒塗り等により非表示として差し支えありません。ただし、評価に必要な事項が確認できない場合は、評価の対象としないことがあります。
⑵　発注者名、施設名、履行期間及び業務内容が確認できる資料
⑶　２について、財政負担の解消又は軽減の前後の数値、その出典及び当該効果に貴社がどのように関与したかが確認できる資料（議会資料、当該地方公共団体の公表資料、証明書等）
⑷　グループ会社の実績を記載した場合は、貴社との資本関係を確認できる資料（会社案内、有価証券報告書、登記事項証明書等）
※　資料により確認できない実績は、原則として評価の対象としません。
※　記載事項について、市が発注者その他の関係者に確認を行う場合があります。
